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はじめに
本稿は，オーストラリアにおける教員養成の歴史を考察し，歴史的観点からその特質を明らかにす
ることを目的とする。現在多くの国で教員の資質向上をめざす改革が進められているが，その中で養
成段階の教育のあり方にも議論が集まっている。優れた教員による効果的な教育実践が子どもの学習
成果を高めることが研究の結果明‾らかにされており，教員養成の質を向上させ，高度な指導力を有す
る教員を育成することが，子どもへの確かな教育を保証する上で重要だと考えられるからである（1）。
教員養成に関しては，OECDが25カ国の加盟国を対象に実施した調査の中で，教員養成の柔軟性
と即応性，教育実習の向上，学校現場のニーズに応じた養成，養成課程入学者選考の改善，養成と現
職研修の接続，養成課程認定の方法など様々な課題が指摘されている。オーストラリアも参加国のひ
とつであり共通する課題を多く抱えている。
オーストラリアにおける教員養成についてダイソン（Dyson，M．）は，1850年代から現代に至る歴
史的流れを考察し，特に第二次世界大戦以降について，教員養成制度に影響を与えた連邦政府の各種
報告書を分析している（2）。その結果，オーストラリアの教員養成が常にジレンマを抱えていることを
指摘している。それらは，教員養成を教育（education）と考えるのか訓練（training）と見るのか，
理論と実践をどう均衡させるべきか，教員の需要と供給のバランスをどう保つか，そして，教員は専
門職であるのか熟練した実務家（practitioner）なのかという対立概念で示されている。そして，近年
の報告書が優秀な教員を確保して生徒の学習成果を高めるという共通の課題に焦点を当てておりなが
ら，それが達成できていない原因がこれらのジレンマにあり，その克服のためには，過去において教
員養成がどのように行われてきたかを明らかにし，教員養成の目的と存在価値を問い直す必要がある
と述べている。
また，レイク（hke，の　らは1960年代以降の教員養成の移り変わりを考察し，現在の教員養成の
課題として，教員の需要と供給，教員養成の期間，理論と実践の連繋，教員の資格に関わる連邦レベ
ルでの統一性，および教員のキャリア形成を挙げている。そして，これらの課題をふまえながら，教
員養成の今後の方向性として，教員養成プログラムの多様化，学校と大学のパートナーシップの確立，
理論と実践の統合，養成段階における基礎的知識の確実な習得，柔軟な養成プログラム，教員採用者
側のニーズへの対応などを指摘している（3）。
両者の研究は，オーストラリアの教員養成を歴史的かつ包括的に考察してその特質と課題を明らか
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にしており，今後の教員養成に多くの示唆を与えるものである。しかしながら，過去における教員養
成が現在の教員養成にどのように反映し，歴史的変遷がその特質にいかなる影響を及ぼしているかに
ついての検討は行っていない。過去は現在と切り離されたものではなく，現在の事象に凝縮されてい
る。教員養成はその歴史的変遷の中で時代の要請に応えながら変化してきたが，歴史を考察すること
によってその特質，および現在の教員養成が抱える課題との接点を見出すことができると筆者は考え
る。それゆえ，教員養成の今日的課題に歴史的変遷がどのように反映されているかを明らかにし，課
題解決への示唆を得たいと考える。
1オーストラリアにおける教員養成の今日的課題
現在，オーストラリアの教員養成は大学がその中心的役割を担っている。一部，私立の高等教育機
関でも養成を行っているがその数はごくわずかであり，全国に38ある認可された教員養成機関のほ
とんどが大学である（4）。また，教員養成のみを行ういわゆる教員養成系大学は存在せずこすべて複数
の学部を有する総合大学の教育学部が教員養成を担っている。大学の大半は国立大学である。1901
年の連邦成立以降オーストラリアでは州の自治権が確立しており，教育を含め多くの権限が州政府に
ある（5）。教育はそれ以前の植民地政府が独自に構築してきた体制を維持する形で行われており，学校
教育や教貞に関することも州政府の責任である。しかし，1950年代頃から高等教育に関する連邦政
府の関与が強まりようになり，現在は，大学の予算については連邦政府が管轄し，設立その他の権限
は州政府が有している。教員養成課程の認可や教員の資格要件なども州ごとに規定されている。大学
の教育内容に関しては各大学が自治権を有しており，行政から統制を受けることはない。必修科目や
必要単位数なども指定されておらず，カリキュラムは大学の裁量に委ねられ，教授方法や評価に関し
ても独自性が尊重されている。一方，こうした州ごとに異なる教員政策について国としての共通性，
一貫性を持たせようとする動きもある。たとえば，連邦政府と各州の教育大臣で構成される審議会
（MinisterialCouncilonEducation，Employment，TrainingandYouthA勤irs，以下MCEETYA）が2003
年に「教職スタンダードのための全国的フレームワーク」（6）を作成しており，各州の教職スタンダー
ドはこのフレームワークに基づいて策定されている。しかしながら，現時点では教員おび教貞養成に
関する連邦としての統一した制度は存在しない。
オーストラリアのいずれの州においても教員の質の向上は重要課題のひとつであり，教員養成に関
わる報告書が多数出されている。たとえば，スキルペック（Skilbeck，M．）らが2004年にMCEETYA
の作業部会に提出した教職に関する報告書には以下のように記述されている。「社会の変化に対応す
るため教員には今後新たな資質・能力が求められるようになり，教員養成を行う大学には，理論と実
践の統合，教育実習，学校や採用機関とのパートナーシップ，養成課程入学者の選抜，養成と新任研
修（induction）との連結，教職への多様な経路，課程認定などに関しての改善が求められる（7）。」ま
た，2005年には連邦上院が全国大学教育学部長会議（AustralianCouncilofDeansofEducation，以下
ACDE）に対して教員養成に関する11項目の調査を委任し，ACDEが具申を行っている。調査項目は，
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①予算，②入学者選抜，③学生の確保，④養成課程からの中退，⑤教員養成の理念，⑥教職課程と他
の専門教育の関連性，⑦新任教員の資質・能力，⑧学校の役割，⑨教員養成の区分，⑲現職研修，
⑪大学の教員であり，そこには現在の教員養成が抱える課題が反映されている（8）。
教員養成課程に関する調査も各種実施されている。連邦教育省（DepartmentofEducation，Science
and′什aining，以下DEST）が2006年に教職1年目の教員を対象に実施した調査によると，80％以上が
大学での教員養成を肯定的に捉え，有効であったと答えている。カリキュラムの中では教育実習の重
要性とその効果を指摘する者が最も多い（9）。その一方で，2002年に同じくDESTが初任教員等を対
象に行った調査では，教育実習における指導の不十分さや目標の不明確さ，多様な実習場面の欠如，
実習校および指導教員の割り当てや日程調整の難しさなどが課題として指摘されている。理論と実践
の不均衡や，現場のニーズとの承経を指摘する者も多い（10）。
また，オーストラリアでは，特定の教科分野や都市部以外の地域，特に遠隔地での教員が大幅に不
足している。今後は，ベビーブーム世代の教員が大量に退職することが見込まれており，また，後期
中等学校の残留率が向上しているため教員の需要は更に高まると予想されている。そのため，養成段
階の教育を充実させるだけでなく，教員の離職を抑制し，多様な人材を教員として確保して定着させ
ることも重要な課題となっている。
2　オーストラリアにおける教員養成の歴史的変遷
（1）徒弟制度による教員養成の時代
オーストラリアは1770年代に英国の流刑地となって以来，常に宗主国である英国の影響を受けて
きた。教育に関しても英国の制度が取り入れられることが多く，植民地時代には英国から資格を持っ
た教員が多数送られてきた。しかし，初等教員の主たる養成は学校内の徒弟制度（apprenticeship）
により行われていた（11）0徒弟制度も英国に倣って1850年頃から始まったものであるが（12），初等教育
を修了した10代半ばの若者がモデル学校（ModelSchool）と呼ばれる教員養成のための学校で見習
い教員（pupil－teaCher）として授業を行いながら，その報酬として始業前や放課後に先輩教員から指
導を受ける制度である。徒弟制度は，1851年11月にウイルキンス（Wilkins，W．）を校長としてシド
ニーのフォートストリートモデル学校（FortStreetModelSchool）で始まり，その後各植民地で
実施されるようになった。見習い教師は，1クラスあるいはそれ以上のクラスの授業を能力に応じて
担当し，給与も受け取った（13）。徒弟制度は，学校現場での参観と実習によって行う養成制度である
ことから経費がかからず，教育的側面よりも経済的コストの抑制が第一の目的であったとされる（14）。
見習い期間は一般に4年間で，成績が優秀な生徒はそのあと師範学校（NormalSchool）で訓練を続
けることができた。師範学校は，1857年にフオート・ストリート・モデル学校で始まった。そのほ
かに試験を受けて副教員となる者もいた。また，見習い教員は一般に男子より女子の方が多かった（15）。
見習い教員に対する訓練は十分には行われないことも多く，彼らは先輩教員の「弟子」として過重労
働を強いられ，十分な教育効果をあげることが少なかった。クイーンズランドのモデル学校の校長が
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1873年の報告書の中で以下のように記している。
彼ら（見習い教員：筆者註）は過に6日間，毎日だいたい1時間半の指導を受け，1時間を授業
の準備や運動に費やし，そして，授業を6時間行った。彼らは，まだ遊びたいさかりであり，強
固な意志も備わっていない若者である。そんな彼らが1日8時間もの重労働に従事するのであ
る（16）。
一方，1870年代から80年代には，ビクトリア（1870年），南オーストラリア（1876年），ニューサ
ウスウェールズ（1880年）の3つの植民地に教員養成のための学校が設立されている。［（）内は
設立年］しかしながら，これらはエリートのための学校で入学者の数が限られていたため，教員養成
はほとんどが徒弟制度で行われていた。
（2）教員養成カレッジにおける教員養成の時代
1880年代以降になると教員養成に変化が出始める。これは，就学の義務化と初等学校の増加によ
り確かな教育理論に裏付けられた教員養成の必要性が指摘されるようになってきたからである。参観
と実習が中心の徒弟制度とは異なり，教育理論に基づいた養成は，資格を持つ教育者によるレベルの
高い教育が必要となる。そのため各植民地に教員養成カレッジ（teacherstrainingcollege）が設置さ
れ，それに伴って徒弟制度は次第に姿を消していった。連邦政府成立以降の1914年までに各州都に
教員養成カレッジが設立されている。主な教員養成カレッジ（植民地又は州と設立年）は以下のとお
りである。メルボルン教員養成カレッジ（ビクトリア，1889年），クラレモント教員養成カレッジ
（西オーストラリア，1902年），シドニー教員養成カレッジ（ニューサウスウェールズ，1906年），ケ
ルビングローブ教員養成カレッジ（クイーンズランド，1914年），バララット教員養成カレッジ（ビ
クトリア，1889年）。
教員養成カレッジは，州の予算で設置，運営されるため各州の教育ニーズや経済状況により養成制
度には少しずつ違いが見られる。ニューサウスウェールズでは，試補教員制度（provisionaryteacher
trainingsystem）が導入され，14歳で初等教育を修了して試補教員となった者が2年間は学区の学校
で見習い教師として学習し，そのあと試験を受けて教員養成カレッジに入学した。不合格者は下級教
員として各学校に配属された。試補教員制度は1913年に廃止され，その後は事前養成制度（prior
trainingsystem）が導入される。この制度では，初等教員は教員養成カレッジで訓練を受け，中等教
員は奨学金で大学に進学したあと教員養成カレッジで1年間の教員養成コースを履修している。ビク
トリアでは，資金難のため1893年に閉鎖されていたメルボルン教員養成カレッジが1900年に再開さ
れ，1905年には初期段階の教員養成を行うメルボルン継続学校を開校して初等教員の養成を行った。
また，試補教員制度を導入し，徒弟制度を廃止した（17）。クイーンズランドは教員養成カレッジの設
置が最も遅く，また見習い教員制度を最後に廃止した州であるが，それは当時の視学官（18）がほとん
オーストラリアにおける教員養成の歴史的変遷（本柳）　　　　　　　　　　87
ど英国の教員養成カレッジ出身者であったため，英国から教員を採用することを強く主張したからで
ある。また，女性の補助教員が必要数以上いたため，カレッジを設置して教員を供給する必要がなか
ったことも設置を遅らせる要因となっていた（19）。
一方，1850年のシドニー大学創立以来各植民地には大学が設立されている。シドニー大学以外の
大学（設立年）は，メルボルン大学（1853），アデレード大学（1874），タスマニア大学（1890），ク
イーンズランド大学（1909），西オーストラリア大学（1911）である。中等教員の養成は主として大
学で行われており，3年間で学士号を取得した者を対象にして大学院レベルの課程で養成された。大
学では社会から遊離した学術的な教育が行われたが，教員養成は教員養成カレッジと連携して行われ
ることが多かった。たとえば，メルボルン大学は1903年に2年制の中等教員養成のためのディプロ
マコースを創設し，メルボルン教員養成カレッジの教員を非常勤で雇用していた。シドニー大学でも，
シドニー教員養成カレッジの学長が初代の教育学教授に就任し，共同でディプロマコースを提供する
など共同体制がとられていた（20）。
こうして19世紀の終わりには，学校現場から離れた教員養成機関である教員養成カレッジや大学
で，理論に基づいた専門教育としての教員養成が行われ，次第に教職に対する専門職としての認識が
強まっていった。その後，第一次世界大戦以降になると，教育職をめざす多くの学生が教員養成カレ
ッジに入学するようになり，教育水準が次第に高まっていった。また，名称が教員養成カレッジから
教員カレッジ（teacherscollege）に変更されている。教員養成カレッジでは初等教員の養成が中心
で，教員資格は一般に2年間で取得された。この時期は一部で前期中等教員を養成することもあった。
第二次世界大戦が終結すると，初等・中等学校への就学率が上昇し，教員不足の状態となった。その
ため教員カレッジは募集活動に力を入れ，入学基準の緩和や養成期間を短縮するなどの対策をとった。
特に中等学校が拡大した1950年代には，教員カレッジでも中等教員の養成が行われるようになり，
中等教員を2年間で養成する短期のコースが開設されている。1960年代にはいると移民の増加，出生
率の上昇，中退率の低下により就学率が一段と上昇し，加えて男性教員を中心に退職教員が増加した
ため教員不足が深刻となる（21）。それに合わせて教員カレッジも全国的に増え始め，1946年の7校か
ら1962年には28校へと増加している（22）。この時期の教員カレッジは教育よりもスキルの習得に重点
が置かれ，職業教育の要素が強かった。また，教員カレッジの運営やカリキュラムの作成は州教育局
が独占的に管理・運営を行っていたため保守的傾向が強く，自治権を有する教育機関にはなりえなか
った（23）。また，短期コースの開設はプログラムの低下を招いている。
こうした中で，オーストラリアが産業国家として発展するためには大学の拡充が必要であるという
考えが強まり，連邦政府の主導のもとで高等教育改革に向けた報告書が次々に出された。1957年に
は「マレー委員会」が設置され，その報告書で大学の拡充が提唱された。その結果，各州都を中心に
新大学が相次いで創設された（24）。さらに1964年には，マーチインを委員長とする「オーストラリア
高等教育の将来に関する委員会」（マーティン委貞会）が，『オーストラリア第三段階教育の将来に関
する委員会報告』（以下『マーティン報告書』）の中で，高等教育における人材育成の重要性を指摘し，
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大学以外の新たな高等教育機関の設立を提唱した。その結果，1960年代半ばに技術カレッジや農業
カレッジなどの専門カレッジを統合して高等教育カレッジ（CollegesofAdvancedEducation）が誕生
した。『マーティン報告書』では，教師教育の質の向上を目的とした教師教育委員会（Board。f
TeacherEducation）を設立して教員養成の制度改革を実施することを提唱した（25）。前述のように，
オーストラリアでは教員養成はすべて州政府が管轄し，州教育省が官僚的支配を行っていたが，『マ
ーティン報告書』は，州教育局から独立した機関として教師教育委員会を設置することにより，教員
養成を公式に高等教育の一領域として定義したのである。それによって，教員カレッジは自治機関に
向けての運動を展開するようになっていった（26）。教員カレッジではこの間に3年間のコースも設置
され，修了後は1年間の教職経験のあと学士の学位を取得することもできた。
（3）高等教育カレッジと大学における教員養成の時代
ウイットラム政権時代の1973年には，1958年に設置された「マレー委員会」－の下部委員会丁教師
教育に関する特別委員会」（委員長コーエン，Cohen，S．W．））が報告書（CohenReport）の中で，教
員カレッジを高等教育カレッジに組み入れることを提言した。それにより教員カレッジは高等教育カ
レッジのセクターに組み入れられることになり，連邦政府の助成が他の高等教育カレッジと同様の水
準で受けられることになった。その結果，教員養成課程の入学者数が増加し，高等教育カレッジにお
ける教員養成課程の入学者は1972年には全体の7％であったものが高等教育カレッジ組み入れ後は
41％にまで上昇している（27）。その後，1970年代後半には，教員養成課程の学生数は30以上の高等教
育カレッジに約5万人，18の大学に数千人となる。こうして教員養成が「大学」と「高等教育カレッ
ジ」という2つの高等教育機関で行われるようになる。高等教育カレッジの初等教員養成課程は多く
が教員養成カレッジの2年間のディプロマコースを引き継いでおり，中等教員課程は3年間の学士
（Bachelor）コースが主流であったが，1971年からはいずれも大学と同じ3年間の学士コースが主流
となった。一方，この頃までには大学も初等教員の資格が取れる4年間のプログラムを実施しており，
その影響により高等教育カレッジでも4年間の初等教員養成課程を設置するところが現われた。
その後1980年代に入るとオーストラリア経済が低迷し，経済上の政策転換が高等教育分野にもお
よび，再び高等教育機関の統合が行われた。1981から1983年にかけて2つの大学を含む39の高等教
育機関が統合し，13の新たな高等教育機関が誕生する。しかしながら，高等教育カレッジが発展す
るにつれて大学との差異化が困難になり，1980年代後半になるとさらに大規模な高等教育改革が行
われ，高等教育カレッジは大学に統合されていった（28）。
（4）大学における教員養成の時代
1990年代以降，オーストラリアの教員養成は大学の教育学部あるいは教育学科がその主たる役割
を担っている。しかしながら，高等教育カレッジの大学への統合は大学の組織運営に少なからぬ影響
を及ぼし，その結果として教員養成にも新たな課題が生じている。
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まず，教育内容において学術的な要素が強まり，教職を目指す学生のニーズに応える教育が十分に
行えなくなったことが挙げられる。高等教育カレッジでは，教員の多くが学校現場を経験した元教員
であるため実践力の育成には定評があり，教職教育，教科教育いずれにおいても現場に直結した教員
向けの専門教育が行われていた。一方，大学は研究が主流であり，学術的な面が重視される。そのた
め理論に重点が置かれ，現場で役立つ知識や技能が教授されにくくなった。さらに，教科の専門教育
は教育学部だけで行うことが難しく，他の学部と連携して行われるのだが，そこでは学校での教科教
育を専門としない教員が指導を行うため，学術的ではあるが現場の実践と遊離する傾向がある。その
ため教育学部では学術研究と実践教育が括抗し，教育と研究の板挟みというジレンマを経験する教員
が少なくない（29）。彼らは，大学の教員養成が理論の偏重であると学生や現職教員などから批判を受
ける一方で，教育を重視すれば研究のための時間が十分に取れず，大学内部において研究の不十分さ
や理論面の弱さを批判されることになる（30）。
また，高等教育機関の統合による組織改編と予算配分の変更により，教育学部の教員の多くが他の
学部に異動した。結果として教員養成に携わる専任教員が減少し，それを補うための非常勤の割合が
増加した。また，教員養成カジッレ以来の伝統により，教員養成に携わる教員は学校現場で何年聞か
の経験を積んだのちに大学教員となる例が多いため採用段階ですでに教員の年齢は他学部に比べて高
く，年齢構成のアンバランスが見られる。
さらに近年は高等教育分野にも市場原理が導入され，大学を取り巻く環境が厳しくなっている。特
に1990年代の後半に連邦政府の予算が削減され，大学間あるいは大学内部での予算獲得をめぐる競
争が行われるようになった。そのため大学教員は財源獲得に奔走するとともに，研究の「業績」を求
められて多忙化しており，教育にも大きな影響を及ぼしている。
こうした中で現在オーストラリアの大学では多様なプログラムが提供されている。教員資格を取得
するには4年間で教育学の学士を取得するか，3年間で教育学以外の学士を取得したあと大学院レベ
ルの1年または2年の課程で教員資格（GraduateDiploma）を取得するのが一般的な方法である。教
員養成カリキュラムは一般に専門科目，教職科目および教育実習からなり，教育実習の長さは州，あ
るいは大学により異なり，また学部課程と大学院課程での違いもあるが，多いところでは100日前後
設定されている（31）。また，ほとんどの州が教員登録制度を実施しており，養成課程を修了して教員
資格を得た者が教職に就くためには教員としての登録が課せられる（32）。教員登録は，教員の専門職
としての適格性および個人の人格を保証することを目的としているが，登録の資格は原則として認可
された養成課程を修了することにより得られるため，教員登録を管轄する機関のほとんどが養成課程
の基準を作成し認可を行う役割も有している（33）。
3　歴史的観点から見たオーストラリアの教員養成の特質と課題
以上見てきたように，オーストラリアの教員養成は宗主国である英国の影響を強く受けながら，一
方においてオーストラリア社会の変化の中で時代の要請に応えながら変容してきた。教員養成は州政
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府の管轄であるため州ごとに制度の違いは見られる。しかし，いずれの州においても教員養成プログ
ラムはその歴史的変遷を色濃く反映しており，そこには以下のような特質が見られる。
第一に，教育実習を核としたカリキュラムにより実践力の育成を重視した養成が行われている。こ
れは，教育実習の長さからも言えることである。州によって教育実習の期間や実施形態は異なる
が（34），いずれの大学でも教育実習をカリキュラムの中心に位置づけ，学年，あるいは学期ごとに教職
科目の配列に合わせて実習を積み上げていくように構成されている。教育学部（科）は大学であるが
ゆえに学術的要素が強いことは否めないが，オーストラリアの教員養成が植民地時代は学校内の徒弟
制度により行われ，その後は教員養成を専門とする教員カレッジが中心的役割をはたしてきたという
経緯から，現場で役立つ実践力の育成が重視され，実習を通してそれを育成するという認識が一般に
浸透している。徒弟制度では，見習い教員は現場の教員を手本として自らも養成学校での実践を積み
重ねながら教員としてのスキルを習得していった。また，教員（養成）カレッジでは指導を行う教員
が学校現場の事情をよく知る現職教員あるいは教員経験者であったため，実践力の育成には定評があ
った。その流れを受けて現在大学で教員養成を行う教員も教職経験者が多く，現場のニーズに対応で
きる教員を一人でも多く学校現場に送り出すことに力を入れている。
第二に，大学と実習校のパートナーシップが重視されている。実習を充実させるためには大学と学
校との連携が不可欠である。そのため実習校の教貞だけでなく，大学の教員も実習に深く関わってい
る。特に，単位の取得が危ぶまれる学生に対しては両者が連携して綿密な指導を行なっている。実習
の評価は，実習校の教員と大学教員の評価を総合して行われる。このように実習校の教員と大学の教
員が協働で教育実習に関わることにより，教員養成は大学と学校の連携で実施するという共通認識が
両者の間に醸成される（35）。それは，オーストラリアの教員養成が歴史的変遷の中で常に学校現場を
中心に行われ，実践を通して教員の資質を育成することに重点を置いてきたからであると考えられ
る。
第三に，理論と実践の統合をめざす努力がなされている。教員養成における両者の希離については
しばしば指摘されるが，オーストラリアでは実践力の育成をめざし，教育の基礎的理論を学ぶと同時
に，学生が教職に就いて教育現場ですぐに役立てられる知識や技能を養成段階のうちにできるだけ多
く身につけられるような指導が行われている。しかしながら，経験主義的な実践だけでは不十分であ
り，実践の背後には必ず理論的裏付けがなければならない。それゆえ大学で学ぶ理論と現場での実習
を統合させるための工夫があらゆる面においてなされている。たとえば，実習では反省的な実践
（reflectivepractice）が重視されており，実習生は大学で学んだ理論を実践の中で検証することが求
められている。一方，理論学習では実践事例が多く取り上げられ，実践における理論の有効性が追求
されている。また，学生の体験を基に授業を展開することが多い。これは，19世紀未に徒弟制度に
よる実践的な教員養成から教員養成カレッジでの理論に基づいた養成へと移行し，さらに20世紀の
高等教育改革により教員養成が高等教育の一領域に位置づくことによって，専門教育，教職教育，教
育実習を統合したレベルの高い専門教育が追及されるようになったことの影響が大きい。すなわち，
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現在の教員養成には，実践を重視した教員カレッジと学術性を重視する大学の統合という歴史的経緯
が反映されていると言える。
第四に，教員養成では多様なプログラムが実施されている。オーストラリアの教員養成が時代とと
もに変化してきたことは本稿の歴史的考察から明らかであるが，その中で呈・質ともに多様なプログ
ラムが実施されてきた。現在でも，全国にある38の養成機関で提供されているプログラムの数は400
以上にのぼる（2001年）（36）。さらに近年は産業界と連携したプログラムや短期の特別プログラムな
ども実施されており，種類が大幅に増えている。こうした教員養成の多様性は，植民地時代から教員
養成が各植民地あるいは州によって管轄され，各州の異なる実状に合わせて行われてきたこと，また，
1960年代以降高等教育が拡充される中で，養成期間が2年から3年，さらに4年へと延長され，大学
がその中心的役割を担うことによって，学術的な面が強化され，学部，大学院いずれにおいても刷新
的な教員養成が行われるようになったことが主な要因である。すなわち，連邦制により州の独自性が
保たれる中で，教員養成機関の統合は双方の教育理念を融合した新たなかたちを生み出し，さらに，
時代の要請が加わることによって教員養成の多様性が生み出されてきたと言えるであろう。
以上のような特質を持つオーストラリアの教員養成であるが，そこには課題も存在し，歴史的変遷
にその要因を兄いだすことができるものもある。まず，実習を中心としたカリキュラムにより実践力
の育成が重視され，教育実習が質・量ともに拡充される一方で，大学での学習内容と実習内容との乗
離も見られる（37）。これは，理論と実践の不均衡にもつながることであるが，先述のように，教員養
成が徒弟制度による実践的養成から教員カレッジ，そして大学における養成へと移り，学術的側面が
強まるにつれて，それまでの実践を重視した養成との間に括抗が生じ，教員養成を行う大学教貞の間
で統一したスタンスを保つことが難しくなっているからである。杉本が行ったインタビューでも，高
等教育の一元化によって，「教育」と「研究」の板ばさみを経験する大学教員の実状が明らかにされ
ているが，これは歴史的変遷の中で生み出されてきた課題でもあると言える。
また，実習に関して，実施運営面での課題が生じている。特に，現在各大学が最も困難を極めてい
るのが実習校の確保である。特に州都を中心に大学が集中し，全大学の実習生を合わせるとかなりの
数にのぼるため，実習校が慢性的に不足している。そのことが，実習校や実習地域の偏り，多様な実
習場面の欠如，学校の受け入れ体制の不備などを引き起こし，加えて実習校の教員の指導力不足や大
学教員の実習への関与の差異などの課題となっている。大学が教員養成の中心的役割を担うことにな
って，現場と直結した養成を行うのが次第に困難になり，教員養成の目的や存在意義までもが揺らい
できているのである。
さらに，多様なプログラムが実施される一方で，連邦としての一貫性が欠如している事実がある。
先述のように，オーストラリアでは教員政策は州政府の管轄であり，養成方法や養成課程の認可は州
ごとに異なり，大学によってカリキュラムの差異も見られる。植民地時代は各植民地政府の自治権が
確立し，連邦成立以降は州政府が州の自治権を掌握してきたオーストラリアの政治的流れがそこには
反映しており，教員養成は州教育省が管轄し，大学が教育内容に関する自治権を有する中で，連邦と
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しての統一性を確立することが難しい状況を生み出している。
まとめ
本稿では，オーストラリアにおける教員養成の歴史的変遷を考察し，その特質と課題を明らかにし
た。特質としては，教育実習を核としたカリキュラムによる実践力の育成を重視した養成，大学と実
習校のパートナーシップの重視，理論と実践の統合をめざす工夫，多様な教員養成プログラムの4点
が明らかになり，それらが植民地時代から現代に至る教員養成の歴史の中で築き上げられてきた特質
であることを検証した。植民地時代の徒弟制による養成から，その後は教員カレッジ，高等教育カレ
ッジ，大学における養成へと変容し，学術的な側面が強化される中で，オーストラリアの教貞養成は
教員の資質を向上させて質の高い教育を提供するという時代の要請に応えながら，そのレベルを向上
させてきた。養成期間の延長や教育理論に基づいた養成，実習の改善，多様かつ柔軟なプログラムの
実施はオーストラリアの教貞養成を質・量ともに拡充し，教員の専門性を高めてきた。そして，オー
ストラリアにおける教貞養成の歴史的変遷は現在の教員養成に深く息づいて，その特質を生み出して
いる。しかしながら，歴史的変遷は教員養成の今日的課題の中にもその一端を覗かせている。ダイソ
ンが指摘するように，オーストラリアでは歴史の中で，何を目標にして，どのような教員養成が行わ
れてきたかについて考察することは，現在およびこれからの教員養成の方向性を確立する上で非常に
有効であると考える。今後さらに歴史的検討を加えていきたい。
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